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１．雲南市大東町久野地区のご紹介

久野地区の概要

○ 雲南市の東に位置し、安来市及び奥出雲町
と隣接。
・下久野～上久野 約12km
・宅地（農地）の標高 200～450m

○ 世帯数:194世帯（2023年度）
○ 人口:454人（2023年度）
○ 高齢化率:52.9%（2023年度）
○ 主な生産品:米
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久野地区振興会の取組事例

○ 買い物支援
→ デマンドバスを利用した、地域住民の買い物

支援
○ サロン活動
→ 各自治会（10自治会）に出向いてのサロン

活動
・病院医師による健康相談
・旬の食べ物づくり（笹巻等）
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２．概要

 雲南市大東町久野地区では、2024年4月に、従来概ね各自治会単位で7組織あった中山間地域等直
接支払交付金制度の集落協定を2組織に広域化。

 広域化に伴い、事務局機能を地域自主組織である久野地区振興会が担うが、事務局業務の一部（運
営委員会の運営、各種書類の取りまとめ、市役所への各種書類提出、交付金の管理、活動記録簿の整
理等）については、地区内に所在する大東久野郵便局に委託。

 事務局の運営経費、郵便局への委託費については、集落協定広域化加算の加算金を活用。
 第6期以降については、さらに集落協定を久野地区全体で1組織に集約し、地域全体で農地と暮らしを
守る取組みをさらに加速させていく予定。

第5期（2024.4～2025.3） 第6期（2025.4～2030.3）

体制図
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３．広域化に向けた経緯（1/3）

 久野地区振興会で行われた「久野地区第２次地区計画」の策定ワークショップの中で、地域住民の方か
ら、人口減少や高齢化が進み、農業の担い手不足が深刻になる中で、農業を継続するには「久野を一
つに集約し、集落協定広域化加算を取得し、その資金で農機具等の充実を図る」という意見が出される。

 しかし、集約化に向けた合意形成や、その後の事務局運営を行う担い手が不足しており、中々集約化に踏
み切れない状況となっていた。

 2023年6月から雲南市役所を通じて、日本郵政株式会社から派遣された社員が、久野地区振興会でイ
ンターンを行った際に本件の具体化に向けた各種調整を行い、2024年3月に連携協定を締結し、広域組
織が設立される。

現状
A集落

各実行団体にそれぞれ事務負担

集約化後
C集落

B集落 地域自主組織
（事務局）

…

各集落をまとめて広域化（広域組織）

集約化し、事務
負担を軽減



議論の経過

内容日程

第1回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会2023年6月27日（火）1

第2回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会2023年7月26日（水）2

第1回交付金活用プロジェクトチーム打合せ会2023年8月22日（火）3

第2回交付金活用プロジェクトチーム打合せ会2023年9月19日（火）4

みらいの久野地区を考える会（若い世代の方々の意見をうかがう会）2023年9月25日（月）5

第3回交付金活用プロジェクトチーム打合せ会2023年10月18日（火）6

第3回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会2023年10月20日（金）7

第4回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会2023年11月27日（月）8

第4回交付金活用プロジェクトチーム打合せ会2023年12月18日（月）9

第5回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会2024年1月29日（月）10

第5回交付金活用プロジェクトチーム打合せ会2024年2月20日（火）11

第6回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会2024年2月26日（月）12

第7回交付金経理事務の集約化等に向けた関係者打合せ会
広域連携協定調印式、広域組織第1回運営委員会2024年3月25日（月）13

広域組織第2回運営委員会2024年6月26日（水）14

広域組織第3回運営委員会2024年7月4日（木）15

広域組織第4回運営委員会2024年7月29日（月）16 4

３．広域化に向けた経緯（2/3）
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３．広域化に向けた経緯（3/3）

運営委員会の模様

広域組織設立時の模様



４．広域化の目的と具体的方針
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 広域化に向けた合意形成に際して、2023年7月に基本方針を策定。
 その後、広域連携協定の調印時に、以下の目的（ビジョン）と今後の具体的方針（ミッション）を共有。
 今後は地域を挙げての具体的な取組みを通じて、営農広域組織、地域自主組織、郵便局の連携による
「新たな共助の仕組みづくり」を目指していく。

具体的方針
以下の施策の中から、広域組織の運営委員会で検討の上、優先的に着手すべき施策を選択し、使途と

する。2024年度内の支出が難しいものは、2025年度以降の継続を前提に検討する。
○ 「人への投資」の推進
・新規就農者の誘致、獲得（各種広報や農業塾等を実施）
・新規就農者への各種補助（農地、農機具の貸与等、地域内オペレーターの養成）
・農地を守る人材の育成（荒廃地を防ぐ「お助け隊」、草刈り応援団等）

○ 農産品の加工、販売（特にブランド化のための商流づくり、仕組みづくり等）
○ 農作業の機械化、共同化、「高齢者でもできる農業」の実現
（例:企業との連携、ラジコン草刈り機の導入等による省力化）

○ 耕作放棄地の活用（ヒマワリ畑、ビオトープ等の環境保全型農業の導入）
○ 鳥獣害対策
○ 各種施設整備（道、宿泊施設、交流施設）

目的
今後10年間における久野地区の農地をみんなで守り、次の世代へ継承していくために、農地・農作業の

共同化、移住・定住者等の交流人口の拡大により、地域の中で全ての世代が安心して暮らしていく仕組みを
つくり、高齢者が生きがいを感じ、若い世代がチャレンジしたいことを自由にチャレンジできる地域を目指す。



５．広域化の意義と今後の展望
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広域化の意義

○ 従来、各自治会単位で行われていた取組みが地区全体に共有され、課題や好取組を地域
のみんなで話し合えるようになった。
○ 農業は地域の基幹産業であるものの、農業従事者だけの協議機関、団体等がなかったので、
改めて農家の方々がまとまり、意見交換できる契機となった。
○ 営農広域組織の事務局を地域自主組織が担うことで、従来から地域自主組織が行ってきた
様々な取組み（例:休耕田を活用したヒマワリ畑づくり、雪草支援活動、各種福祉活動）と
の連携が可能となり、地区全体での「新たな共助の仕組みづくり」が可能となった。
○ 地域に存在する郵便局が事務の一部を担うことで、事務局業務に伴う負担軽減が図られる
とともに、地域内コミュニティの結節点としての交流センター、郵便局の位置づけを再定義する
ことができた。

今後に向けて

○ 年度内に「お助け隊」（草刈りの共助）の活動を具体化すべく、体制整備を行う。
○ 第6期以降の体制整備、財源獲得に向け、今後5年間の体制づくりに向けた議論を行う。
○ 「人への投資」、「高齢者でもできる農業」、新規就農者の獲得等に向けた具体的方針の
企画立案と体制整備を行う。

地域がまとまり、みんなで農地を守っていく契機となった!

第６期はいよいよ、アイデアを具体化するフェーズ!



【Appendix】 日本郵政グループから見た本施策の展開可能性
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 本施策は、人口が減少し、高齢化が進行する地域における「新たな共助の仕組みづくり」の一端として郵
便局を活用いただくものであり、雲南市大東町久野地区においては農業関係交付金経理事務の業務受
託が地域課題の解決策としてフィットしたもの。同様の目的に資するのであれば、テーマは自由に設定可能
であり、特に地域運営組織がない地域においては、地域課題に応じて多様な領域に展開可能。

 一方で、本施策は、中山間地域等直接支払交付金に代表される所謂「集落営農」の実施地域や、農林
水産省が推奨している「農村RMO」の実施地域等を対象に、同様のスキームで全国的な展開が可能で
あり、「農業の担い手不足」に悩む地域の課題解決として有効な手段となると考えている。

想定されるインパクト
○ 地域におけるインフラ機能の一翼を⾧年担ってきた郵便局が、 「地域とともにある郵便局」としてのポテン
シャルを発揮しながら、地域運営組織や地域住民と協働して課題解決を図ることで、「新たな共助の仕組
みづくり」の一端を担うことができる。

○ 地域をよく知る人材が、地域づくりの担い手の一人となって地域課題の把握、収集と解決に向けた施策を
検討することで、持続可能な地域づくりを期待できる。

○ 地域運営組織の業務を通じて、地域とのつながりが生まれ、地域における認知度が向上する。
○ 農業関係交付金経理事務の業務受託においては、全国的な課題となっている「農業の担い手不足」を
解消するための手段として、各地での展開が可能。
⇒ 雲南市内では、20地域程度で広域化が未達成のため、潜在的なニーズがあると考えられる。

課題・懸念事項
○ 企画性の高い業務である点や、地域によっては会合が郵便局の業務時間外に開催される可能性等、
郵便局社員の働き方との差異。

○ 地域運営組織の有無、郵便局⾧の出身地、就農経験等、直ちに一律なサービスとならない可能性。


